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抄録
目的：地域医療ケアシステム構築における保健所保健師の関与と他職種の関与を比較することを通し
て，保健所保健の関与の特徴を探求することとした．
方法：全国の県型保健所372カ所を対象に地域医療連携に関する業務を主に担当している保健師など
に対して無記名の質問票による調査を郵送で実施し．保健師と保健師以外の職種の関わり等を比較し
た．調査内容は，1）対象者の基本状況，2）担当している事業の概要を調査し，3）地域医療ケアシステ
ム構築に関与している内容32項目である．
結果：1）対象者の背景：保健師148名（保健師群），保健師以外163名（保健師以外群）から回答があ
り，年齢や行政経験などは両群で大きな差は見られなかった．2）担当している事業：地域医療システ
ムの構築段階では，両群とも「構築期（中期）」が最も多く，次いで保健師群では「創設期（初期）」，
保健師以外群では「維持期（後期）」であった．関係機関による会議は，両群共に「連携推進協議会」
が最も多く，実際に連携体制を取っている関係機関は，「病院」が最も多かった．保健師群では「市
町村」「診療所」「訪問看護ステーション」「在宅介護支援所」なども保健師以外群よりも多かった．3）
関与に関して保健師群は保健師以外群より「関係者への地域医療連携に関する研修会を企画する」「連
携推進会議で参加者が活発な発言ができるよう内容をまとめて述べたり，発言の少ない人に発言を促
したりする」「連携づくりに必要な人材を関係機関から見いだし適切な役割が担えるよう支援する」
など12項目が有意に高かった（p<0.001）．この12項目を「関与強群」「関与中群」「関与弱群」分け
て内容を検討した結果，「関与強群」は地域の専門職への教育機能，「関与中群」は地域医療システム
の構築におけるマネジメント機能，「関与弱群」は情報収集・発信機能をそれぞれ発揮していたと考
えられた．
結論：保健師は在宅ケア領域などの領域で，システムの創設期～構築期で役割を担うことが多く，小
さい組織や実務担当者の会議などへの関与や立場の弱い職種のアドボケーターとしての役割を担った
り，様々な機関をつなぐコーディネーターとしの役割を担ったりしていると考えられた．また，公衆
衛生看護管理の機能の「事業・業務管理」など 5 つの管理機能を発揮し地域医療システムを推進して
いると考えられた．これらは，ジェネラリストとしての保健師の機能として考えることができる．
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I．はじめに

平成30年度版高齢社会白書によると平成29年（2017
年）10月時点で総人口に占める65歳以上人口の割合（高
齢化率）は27.7％，団塊の世代が75歳以上となる2025年
には30％を超え，2060年には38.1％に達し，世界に例の
ない超高齢多死社会を迎えるとされている[1]．国民の
医療や介護などの需要がさらに見込まれているために，
国は平成25年より市町村を主体とした「地域包括ケアシ
ステム」の構築を推進し対応する仕組みの構築を推進し
てきた[2,3]．また，国は平成27年からは「地域医療構想」
を提示し平成29年度末までに各都道府県において，医
療・介護提供体制を一体的に提供する体制づくりを推進
している[4]．このような体制を構築するための手法や

人材育成について探求することが求められている[5]．
各自治体において健康づくりを推進する専門職の一つ
として保健師があげられ，地域における様々なケアシス
テム構築を推進する役割が求められている．平成25年に
改定された「地域における保健師の保健活動に関する指
針（以下，保健師活動指針）」において「地域のケアシ
ステムの構築」は10示された活動の一つとして明記され，
「保健師は，健康問題を有する住民が，その地域で生活
を継続できるよう，保健，医療，福祉，介護等の各種サー
ビスの総合的な調整を行い，また，不足しているサービ
スの開発を行うなど，地域のケアシステムの構築に努め
ること．」と示され重要な役割として期待されている[6]．
平成28年に厚生労働省から示された「保健師の保健師に
係る研修のあり方等に関する検討会最終とりまとめ」で

キーワード：保健所保健師，地域医療ケアシステム，保健師以外の職種，関与の比較，ジェネラリスト

Abstract
Objective: The aim of this study was to determine the characteristics of involvement by public health 
nurses (PHNs) at public health centers in the development of community medical care systems (CMCSs) 
by comparing the involvement of PHNs with the involvement of members of other occupations.
Methods: A questionnaire survey (to be filled out anonymously) was mailed to public health nurses and 
others,  mainly in charge of duties involving collaboration in community medical care at 372 prefectural pub-
lic health centers in Japan, to compare involvement by public health nurses with involvement by members 
of occupations other than public health nursing. The survey consisted of the following: (1) basic information 
on subjects, (2) overview of the organization  in charge, and (3) 32 items related to regional CARE system 
construction.
Results: Subjects were 148 public health nurses (group A) and 163 non-public health nurses (group B) who 
had responded to the survey. There were no major differences between the 2 groups with regard to age and 
administrative experience. With regard to the development stage of CMCSs, both groups had the “devel-
opment stage (intermediate stage)” at the highest proportion and group A had the “founding stage (early 
stage)” at the next highest proportion. With regard to conferences by affiliated institutions, both groups 
had “collaboration promotion associations” the most, and “hospitals” were the most affiliated institutions in 
collaborations. Group A had more “municipalities,” “health clinics,” “home-visit nursing stations,” etc., than 
group B. With regard to involvement, 12 items including “to plan seminars on collaboration in community 
medical care by affiliated parties” were significantly higher for group A than group B (P < .001). As a result 
of examining these 12 items by dividing them into the “group of strong involvement,” “group of interme-
diate involvement,” and “group of weak involvement,” it was found that the “group of strong involvement” 
presented a function to educate professionals in the community, the “group of intermediate involvement” 
presented a function to manage development of CMCS, and the “group of weak involvement” presented a 
function to collect and dispatch information.
Conclusions: This study found that PHNs contributed to the development of CMCSs by providing sup-
port to small organizations and conferences and serving as advocates for members of other occupations in 
weaker positions and as coordinators to connect various institutions. They also carried out management 
functions, such as business/task management, at the early and middle stages of the development of CMCSs. 
This role serves as an example of how public health nurses function as generalists.

keywords:  public health nurses, public health centers, community medical care systems, related occupations, 
comparison of involvement, generalists
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は，専門的能力に係るキャリアラダーの活動領域の一つ
として「地域支援活動」を設定し「ケアシステムの構築」
を内容として求めている[7]
島崎は，地域医療構想と地域包括ケアは相互補完的な
関係にあるとし，市町村と都道府県の関係を強化する必
要を指摘した上で，保健師には両者のパイプ役を期待す
ると述べている[8]．地域医療システム構築における保
健師のかかわりについて惠上は，「保健所がかかわって
いる地域医療システム構築における連携づくりの役割を
担う事業の主担当の 6 割を保健師が担っている」と報告
した[9]．筆者の調査においては，地域医療システム構築
を実施していると回答した保健所の内，システム構築の
事業担当に保健師が69.2％含まれていた[10].保健所保健
師の実践活動としては，地域の医療機関と専門職をつな
ぐ保健所保健師のとりくみや，多職種連携による在宅医
療・療養者支援の取り組みなどが報告されている[11,12]．
このように地域ケアシステム構築における行政保健師
への期待は大きく，その活動方法などを明確にしていく
必要が求められている．そこで本研究では，地域医療ケ
アシステム構築における保健所保健師の関与と他職種の
関与を比較することを通して，保健所保健の関与の特徴
を探求することを目的とした．

II．研究対象と方法

 1 ．対象と調査期間
対象施設は，47都道府県の県型保健所372カ所である．
当該保健所の地域医療連携に関する業務を主に担当し
ている保健師などを対象に無記名の質問票による調査
を郵送で実施した．調査期間は「平成25年 3 月1日～同
年 3 月31日」である．

 2 ．調査内容
 1 ）対象者の基本状況
年齢，職業経験（行政経験年数，保健所での経験年数）

など 6 項目
 2  ）担当している事業の概要：運用地域の概要，事業の
種類，経過，事業の内容，保健所の役割など 9 項目

 3 ）地域医療ケアシステム構築に関与している内容
先行研究や関係者の意見から「医療資源等の情報収集

に関して（ 4 項目）」「関係者への研修に関して（ 4 項
目）」「協議の場の主催に関して（ 7 項目）」「関係機関と
の調整に関して（ 4 項目）」「住民への啓発に関して（ 3 項
目）」「評価指標に関して（ 4 項目）」「事業の工程管理に
関して（ 3 項目）」「事業の予算管理に関して（ 3 項目）」
計32項目とした．関与している内容に関しては，すべ
て 4 段階リッカートスケールで評価し「かなり担ってい
る」～「ほとんど担っていない」に 4 点～ 1 点を配点した．

 3 ．分析方法
分析は単純集計した上で，地域医療ケアシステム構築

に関与している内容に関して保健師と保健師以外群の関
与の得点を比較する為にMann-WhitneyのU検定を行った．
統計解析ソフトはSPSS25.0を使用した

 4 ．倫理的配慮
倫理的配慮として，研究代表者が所属する機関の研究
倫理審査委員会の承認を受けるとともに，文書での各保
健所長と事業担当者のそれぞれに研究の説明を文書で実
施し，調査票の返送をもって承諾と判断した．

III．結果

調査を依頼した372保健所の内，回答を得られたのは
237か所（回答率63.7％）であり，保健師からの回答は
148名（以下，保健師群），保健師以外からの回答は164
名であった（以下，保健師以外群）．

 1 ．対象者の基本情報（表 1 ）
保健師および保健師以外群でも年齢は50歳代が50％以
上，行政経験年数は20-29年が40％前後，現在の保健所
の経験年数は1-2年目で約60％，地域医療システム構築
に関する業務の経験年数は 2 年目約43％と同様の傾向を
示した．

 2 ．担当している事業の概要（表 2 ）
 1 ）関与している疾病・事業
保健師群では最も多いものが「在宅ケア（43.2％）」
次いで「がん（26.4％）」であった．保健師以外群では
最も多いものは「緊急医療（32.3％）」であるが，「がん」
「在宅ケア」を除く全項目で保健師群よりも関与してい
る割合が高かった．
 2 ）保健所の果たしている役割
保健師群および保健師以外群ともに「協議の場の設
定」「関係機関との調整」が各75％と高い割合であった．
また，すべての役割において保健師群の方が保健師以外
群よりも高い割合を示していた．
 3 ）地域医療システムの進行段階
保健師群および保健師以外群の両者において最も割合
が高かったのは，システムの中期である「構築期（連携
体制の運用）」であり，57％程度を占めていた．二番目に
多い段階は，保健師群では初期にあたる「創設期（現
状の把握）：23.6％」，保健師以外群では後期の「維持期
（29.9％）」と違いが見られた．
 4 ）関係機関による会議等の種類
「連携推進協議会」が保健師群で78.4と保健師以外群
で82.3％と両群ともに高い割合であった．両群を比較す
ると，「連携推進協議会」以外のすべての会議において，
保健師群が保健師以外群よりも5％以上高い割合を示し
ていた．
 5 ）実際に連携体制を取っている関係機関や施設
両群とも「病院」が最も多く90％近くであった．両群
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表 1　対象者の基本情報

項　目
保健師群　n=148 保健師以外群　n=164

人
または（年）

平均（標準偏差）
または（%）

人
または（年）

平均（標準偏差）
または（%）

年齢
20－29歳
30－39歳
40－49歳
50－59歳
60歳以上
無回答

4
10
50
74
9
1

49.2（7.8）
（2.7）
（6.8）
（33.8）
（50.0）
（6.1）
（0.7）

 
5
12
44
87
12
4

50.0（8.3）
（3.0）
（7.3）
（26.8）
（53.0）
（7.3）
（2.4）

職種
保健師
行政職
医師
その他

148
-
-
-

（100.0）
-
-
-

-
98
43
23

-
（59.8）
（26.2）
（14.0）

行政経験年数
1－9年
10－19年
20－29年
30－39年
40年以上
無回答

7
25
58
52
2
4

25.6（8.3）
（4.7）
（16.9）
（39.2）
（35.1）
（1.4）
（2.7）

25
19
70
44
4
2

23.2（8.3）
（15.2）
（11.6）
（42.7）
（26.8）
（2.4）
（1.2）

現在の保健所の経験年数 3.6（5.3） 2.9（10.1）
1年目
2年目
3年目
4年目
5年目以上
無回答

39
44
26
16
24
1

（26.4）
（29.7）
（17.6）
（10.8）
（16.2）
（0.7）

59
38
37
8
22
1

（36.0）
（23.2）
（22.6）
（4.9）
（13.4）
（0.6）

地域医療システム構築に関する事業担当の経験年数

1年目
2年目
3年目
4年目
5年目
6年目～
無回答

1
65
45
20
11
6
0

2.3（3.1）
（0.7）
（43.9）
（30.4）
（13.5）
（7.4）
（4.1）
（0.0）

1
71
40
32
7
10
3

2.1（3.4）
（0.6）
（43.3）
（24.4）
（19.5）
（4.3）
（6.1）
（1.8）

職位
次長級
課長級
課長補佐級
係長級
主査級
その他
無回答

4
7
28
49
38
20
2

（2.7）
（4.7）
（18.9）
（33.1）
（25.7）
（13.5）
（1.4）

14
26
37
35
25
25
2

（8.5）
（15.9）
（22.6）
（21.3）
（15.2）
（15.2）
（1.2）



J. Natl. Inst. Public Health, 67 (4) : 2018

成木弘子，藤井仁

386

表 2　地域医療システム構築事業の概要（複数回答可）

項　目 保健師　n=148 保健師以外　n=164
件数 （%） 件数 （%）

関与している疾病・事業（複数回答可）
がん
脳卒中
急性心筋梗塞
糖尿病
精神疾患
救急医療
災害時における医療
へき地の医療
周産期医療
小児救急医療を含む小児医療
在宅ケア
その他
無回答

39
34
26
36
21
18
24
7
13
19
64
23
2

（26.4）
（23.0）
（17.6）
（24.3）
（14.2）
（12.2）
（16.2）
（4.7）
（8.8）
（12.8）
（43.2）
（15.6）
（1.4）

 
37
51
33
45
25
53
51
23
25
33
56
30
4

（22.6）
（31.1）
（20.1）
（27.4）
（15.2）
（32.3）
（31.1）
（14.0）
（15.2）
（20.1）
（34.1）
（18.3）
（2.4）

保健所の果たしている役割（複数回答可）
医療資源等の情報収集
関係者への研修
協議の場の主催
関係機関との調整
住民への啓発
評価指標の収集
事業の工程管理
事業の予算管理
その他
無回答

92
91
117
116
65
38
48
41
11
1

（62.2）
（61.5）
（79.1）
（78.4）
（43.9）
（25.7）
（32.4）
（27.7）
（7.4）
（0.7）

85
64
122
128
60
32
39
36
11
0

（51.8）
（39.0）
（74.4）
（78.0）
（36.6）
（19.5）
（23.8）
（22.0）
（6.7）
（0.0）

システムの進行段階（複数回答可）
創設期（現状の把握）
構築期
（連携体制の構築）
維持期
（連携体制の運用）
発展期
（連携体制評価・変更）
無回答

35
85

28

9

4

（23.6）
（57.4）

（18.9）

（6.1）

（2.7）

25
92

49

9

3

（15.2）
（56.1）

（29.9）

（5.5）

（1.8）
関係機関による会議等の種類の数（複数回答可）
連携推進協議会
作業部会
ワーキンググループ
私的な勉強会
その他
無回答

116
55
35
18
50
1

（78.4）
（37.2）
（23.6）
（12.2）
（33.8）
（0.7）

135
48
27
9
44
3

（82.3）
（29.3）
（16.5）
（5.5）
（26.8）
（1.8）

実際に連携体制を取っている関係機関や施設（複数回答可）
病院
診療所
医師会
老人保健施設
老人福祉施設
訪問看護ステーション
在宅介護支援事業所
市町村
その他
無回答

133
77
113
36
30
72
56
111
84
7

（89.9）
（52.0）
（76.4）
（24.3）
（20.3）
（48.6）
（37.8）
（75.0）
（56.8）
（4.7）

143
64
136
23
21
46
34
108
93
7

（87.2）
（39.0）
（82.9）
（14.0）
（12.8）
（28.0）
（20.7）
（65.9）
（56.7）
（4.3）

注：地域包括ケア開始前年の為に地域包括ケアの項目は未設定
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を比較すると「病院」「医師会」以外のすべての項目で
保健師群の方が高い割合を示していた．特に「市町村
（75.0％）」「診療所（52.0％）」「訪問看護ステーション
（48.6％）」「老人保健施設（24.3％）」「在宅介護支援事
業所（37.8％）は10％以上の差が見られた．

 3  ．地域医療ケアシステム構築に関与している内容
（表 3 , 4 ）

 1 ）医療資源等の情報収集に関して
医療資源等の情報に関する関与の得点をみると両群の

比較では，「（1）地域医療連携に関する地域の実態調査
を企画・実施する」「（3）関係機関等に出かけて行き聞
き取り調査を行う」で有意差があった（p<0.05）．
 2 ）関係者への研修に関して
関係者への研修に関する「（1）関係者への地域医療連

携に関する研修会を企画する（内容，日程，講師の選
定，企画書の作成など）」「（2）上記の研修会の開催事前
準備をする（会場の確保，講師との交渉，案内の発送な
ど）」「（3）上記の研修会の当日の運営をする（会場設
営・誘導，司会，記録，接待，後片付けなど）」「（4）関
係機関が主催する多職種・専門職の研修会や集まりへ
参加する」のすべての項目において有意差が見られた
（p<0.001）．
 3 ）協議の場の主催に関して
この項目に関して有意差が見られたのは「（4）病院長，

施設や機関の長がメンバーである連携会議（以下，連携
会議）で，参加者が活発な発言ができるよう内容をまと
めて述べたり，発言の少ない人に発言を促したりする」
のみであった（p<0.001）．また，「（2）連携会議で，参
加者が活発な発言ができるよう内容をまとめて述べた
り，発言の少ない人に発言を促したりする．」「（3）実務
担当者がメンバーである作業部会やワーキンググループ
の企画や調整をする」「（5）調査データなどの情報を参
加者のだれでもが理解しやすいように工夫して資料を作
成し協議の場へ提供する」「（6）協議の場での調査デー
タなどの資料の説明する」「会議や作業部会のメンバー
の意志決定を尊重する」の 5 項目でも有意差がみられた
（p<0.05）．
 4 ）関係機関との調整に関して
 4 項目の内，「（1）福祉職など立場の弱い者が連携に

必要な情報を理解し， 会議等で発言できるように支援す
る（資料や用語の解説等）」と「（3）連携づくりに必要
な人材を関係機関から見いだしたり，適切な役割が担え
るよう支援したりする」で有意差があった（p<0.001）．
残り 2 項目の「（2）関係機関の長と連携会議の開催前後
に連絡を取ったり，会議の内容を報告したりする（ネゴ
シエーション）」と「（4）事業の進行状況や結果を関係
機関の担当者へ報告し，情報のやりとりをする」で有意
差があった（p<0.05）．
 5 ）住民への啓発に関して
 3 項目中，「（2）住民への説明会や説明のパンフレッ

トの作成を企画する」と「住民への説明会の会場の準
備や案内を発送・発信する」において有意差があった
（p<0.05）．「住民への説明会などで実際の説明する」
では有意差は見られなかった．
 6 ）評価指標の収集に関して
評価指標の収集に関しては「（2）保健所で有してい
る疾病統計などを用いて，評価指標を収集する（ｐ＜
0.001）」，「（1）この事業に用いる評価指標を検討し設定
する．」と「（3）関係機関と協議を重ねて評価指標を追加・
修正する」も有意差が見られた（p<0.05）．有意差が見
られなかったのは「（4）活用した評価指標が適切だった
か総合的に評価する」のみであった．
 7 ）事業の工程管理に関して
この 3 つの項目，「（1）事業の工程を検討し，工程表

を作成する」「（2）工程表に基づいて事業が進んでいる
か管理する」「（3）工程が妥当だったか評価し，次年度
の工程の作成へ活かす」のすべてで有意差が見られた
（p<0.001）．
 8 ）事業の予算管理に関して
 3 つの項目の中で「（2）予算が予定通りに執行されて
いるかを管理する（p<0.001）」，「（1）事業の予算を検
討し，予算書を作成する」と「（3）予算が妥当だったか
を評価し，次年度の予算へ活かす」で有意差があった
（p<0.05）

 4  ．保健師群における関与の程度の比較（保健師以外
群と有意差（p<0.001）がみられた関与項目）
関与に関する32項目中，12項目において保健師群が保
健師以外群に比較して有意差（p<0.001）を示していた．
この12項目を関与の程度から「関与弱群」「関与中群」「関
与強群」として検討した（図 1 ）．
 1 ）関与弱群
「かなり関与している」と「少し関与している」の合
計が50％以下かつかつ両者に占める「かなり関与してい
る」の割合が50％以下の項目は「6）-（2）保健所で有
している疾病統計などを用いて，評価指標を収集する
（45％）」と「4）-（1）福祉職など立場の弱い者が連携
に必要な情報を理解しやすくする（50％）」であった．
 2 ）関与中群
「かなり関与している」と「少し関与している」の合
計が51％以上かつ両者の割合が50％前後だった項目は，
「3）-（4） 実務担当者がメンバーである作業部会やワー
キンググループ等で，活発な発言ができるよう内容をま
とめたりする（50％）」「8）-（2）予算が予定通りに執行
されているかを管理する（55％）」「 7）-（1）事業の工程
を検討し，工程表を作成する（62％）」「7）-（3）工程が
妥当だったか評価し，次年度の工程の作成へ活かす（65％） 
」「4）-（3）連携づくりに必要な人材を関係機関から見
いだしたりする（66％）」「7）-（2）工程表に基づいて事
業が進んでいるか管理する（66％）」であった．
 3 ）関与強群
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表 3　地域医療連携体制づくりに関する保健師群と保健師以外群の職種の関与得点の比較（1）

関与の項目
保健師群 保健師以外群

p計
（人）

関与の程度（人） 平均順位
（位）

計
（人）

関与の程度（人） 平均順位
（位）4 3 2 1 4 3 2 1

1）医療資源等の情報収集に関して
（1） 地域医療連携に関する地域の実態

調査を企画・実施する 148 54 47 14 33 165.6 160 42 47 20 51 144.2 .028 *

（2） 保健所で有する病院数・専門職数
などの統計を分析する 148 20 52 31 45 159.6 160 27 38 31 64 149.8 .312

（3） 関係機関等に出かけて行き聞き取
り調査を行う 148 45 45 26 32 169.1 160 28 50 30 52 141.0 .004 *

（4） 地域医療連携に関する個別事例を
分析する 146 18 43 39 46 159.5 154 21 35 29 69 142.0 .067

2）関係者への研修に関して
（1） 関係者への地域医療連携に関する

研修会を企画する
（内容，日程，講師の選定，企画
書の作成など）

143 81 22 6 34 177.4 161 43 39 12 67 129.6 .000 **

（2） 上記の研修会の開催事前準備をす
る
（会場の確保，講師との交渉，案
内の発送など）

143 84 16 4 39 177.8 160 43 26 15 76 128.2 .000 **

（3） 上記の研修会の当日の運営をする
（会場設営・誘導，司会，記録，
接待，後片付けなど）

143 83 25 4 31 178.6 160 47 31 13 69 127.5 .000 **

（4） 関係機関が主催する多職種・専門
職の研修会や集まりへ参加 144 72 53 10 9 175.3 161 46 67 20 28 133.0 .000 **

3）協議の場の主催に関して
（1） 病院・施設・機関の長がメンバー

である連携会議の企画や調整を
する
（内容，日程，メンバーの選定，
企画書の作成など）

148 75 29 16 28 153.9 163 82 37 13 31 157.9 .667

（2） 上記の会議で，参加者が活発な発
言ができるよう内容をまとめて
述べたり，発言の少ない人に発言
を促したりする

141 40 24 29 48 165.3 162 26 32 31 73 139.6 .008 *

（3） 実務担当者がメンバーである作業
部会やワーキンググループの企
画や調整をする

144 62 20 15 47 165.9 163 37 39 17 70 142.7 .016 *

（4） 上記の部会等で，参加者が活発な
発言ができるよう内容をまとめ
て述べたり，発言の少ない人に発
言を促したりする

142 45 29 18 50 170.6 155 15 31 26 83 127.6 .000 **

（5） 調査データなどの情報を参加者の
だれでもが理解しやすいように
工夫して資料を作成し協議の場
へ提供する

144 64 52 13 15 165.8 162 54 48 28 32 142.6 .016 *

（6） 協議の場での調査データなどの資
料の説明する 145 67 40 16 22 170.7 163 47 53 22 41 140.1 .002 *

（7） 会議や作業部会のメンバーの意志
決定を尊重する 143 69 48 9 17 165.2 159 59 57 14 29 138.3 .004 *

　　　　・得点レンジ　4：かなり担っている　3：少し担っている　2：あまり担っていない　1：ほとんど担っていない
　　　　・p = Mann-WhitnyのU検定　*p<0.05  **p<0.001（両側）
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表 4　地域医療連携体制づくりに関する保健師群と保健師以外群の職種の関与得点の比較（2）

関与の項目
保健師群 保健師以外群

p計
（人）

関与の程度（人） 平均順位
（位）

計
（人）

関与の程度（人） 平均順位
（位）4 3 2 1 4 3 2 1

4）関係機関との調整に関して
（1） 福祉職など立場の弱い者が連携に

必要な情報を理解し， 会議等で発
言できるように支援する（資料や
用語の解説等)

144 26 48 25 45 169.1 158 15 29 39 75 136.3 .001 **

（2） 関係機関の長と連携会議の開催前
後に連絡を取ったり，会議の内容
を報告をしたりする

146 61 48 16 21 165.7 161 52 56 21 32 144.2 .026 *

（3） 連携づくりに必要な人材を関係機
関から見いだしたり，適切な役割
が担えるよう支援したりする     

145 38 59 26 22 179.3 160 18 46 34 62 129.2 .000 **

（4） 事業の進行状況や結果を関係機関
の担当者へ報告し，情報のやりと
りをする

144 57 47 22 18 164.9 159 48 52 21 38 140.3 .010 *

5）住民への啓発に関して
（1） 住民への説明会や説明のパンフ

レットの作成を企画する 141 31 21 23 66 166.9 160 13 24 21 102 139.5 .003 *

（2） 住民への説明会の会場の準備や案
内を発送・発信する 141 21 17 27 76 160.8 160 12 19 21 108 145.0 .071

（3） 住民への説明会などで実際の説明
する 141 16 16 31 78 164.0 160 6 24 15 115 142.1 .011 *

6）評価指標の収集に関して
（1） この事業に用いる評価指標を検討

し，設定する 142 23 35 36 48 163.6 160 18 28 30 84 142.5 .027 *

（2） 保健所で有している疾病統計など
を用いて評価指標を収集する 141 25 41 33 42 168.5 159 15 29 28 87 137.1 .001 **

（3） 関係機関と協議を重ねて評価指標
を追加・修正する     

141 18 35 41 47 166.1 159 15 26 30 88 139.3 .005 *

（4） 活用した評価指標が適切だったか
総合的に評価する 139 18 39 31 51 158.9 158 16 33 23 86 141.2 .057

7）事業の工程管理に関して
（1） 事業の工程を検討し，工程表を作

成する 144 42 50 23 29 173.1 158 26 31 35 66 132.6 .000 **

（2） 工程表に基づいて事業が進んでい
るか管理する 143 45 53 17 28 170.1 158 35 27 32 64 133.7 .000 **

（3） 工程が妥当だったか評価し，次年
度の工程の作成へ活かす 143 42 54 19 28 171.2 158 30 34 30 64 132.7 .000 **

8）事業の予算管理に関して
（1） 事業の予算を検討し，予算書を作

成する 144 47 31 21 45 166.3 158 32 19 22 85 138.9 .004 *

（2） 予算が予定通りに執行されている
かを管理する 143 47 35 17 44 157.6 158 42 23 20 73 145.1 .000 **

（3） 予算が妥当だったかを評価し，次
年度の予算へ活かす 143 44 36 19 44 165.2 158 31 22 22 83 138.1 .004 *

　　　　・得点レンジ　4：かなり担っている　3：少し担っている　2：あまり担っていない　1：ほとんど担っていない.
　　　　・p = Mann-WhitnyのU検定　*p<0.05  **p<0.001（両側）
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図 1　保健師群における関与の程度の比較：保健師群と保健師以外群と有意差あり(p<0.001)
　※　関与の項目の内容に関しては，表 3 ， 4 を参照
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図 保健師群における関与の程度の比較：保健師群と保健師以外群と有意差あり(p<0.001)
※ 関与の項目の内容に関しては、表3，4を参照

関与の項目※

「かなり関与している」と「少し関与している」の合
計が51％以上，かつ両者に占める「かなり関与している」
の割合が約 7 割以上の項目は「2）-（2）上記の研修会
の開催事前準備をする（68％）」「2）-（1）関係者への
地域医療連携に関する研修会を企画する（70％）」「2）-
（3）上記の研修会の当日の運営をする（73％）」「2）-（4）
関係機関が主催する多職種・専門職の研修会や集まりへ
参加する（85％）」 であった．

IV．考察

 1 ．担当している事業で発揮されている保健師の機能
 1 ）関与している疾病・事業の特徴から
関与している疾病事業に関して保健師以外群より保健
師群で多く見られたのは「在宅ケア」「がん」であり，直
接的に医療者としての能力が求められる領域であった．ま
た，システム構築段階では「構築期（連携体制の運用）」
が最も多かったが，保健師群は「創設期（現状の把握）：
23.6％」が次いで多く，保健師以外群が「維持期（29.9％）」
であった点とは異なり，様々な関係機関との連携調整や
ネットワーク作りに関わることが多い状況を示唆している．
近年は地域包括ケアが推進され，ケアの統合が求めら

れている．Leutzは，統合のレベルを「連携・つながり
（linkage）」「調整・協調（coordination）」「完全な統合（full 
integration）」の 3 つとして示しており，「調整・協調
（coordination）」は多機関や多組織と繋がる能力がある
程度ある状態とされ，様々な保健サービスの協調・臨床

的情報の共有，患者を異なる機関で移動する管理，定期
的な会合を含んでいる[13,14]これらのことより，保健師
の関わりが多い「在宅ケア」の構築の初期などは特に「調
整・協調（coordination）」の能力が求められる状況であ
ると考えられる．
 2 ）関係機関との連携の特徴から
保健師群は「協議の場の設定」「関係機関との調整」
など保健所が担うすべての役割を認識していた．関係機
関による会議等に関しては，「連携推進協議会」以外の
すべての会議において，保健師群が保健師以外群よりも
高い割合を示していた．連携している機関を比較すると
「病院」「医師会」以外のすべての項目で保健師群が高
い割合を示し，特に「市町村」「診療所」「訪問看護ステー
ション」「老人保健施設」などの割合が高い状況であった．
保健師が認識している役割を総括すると，大きな組織
や長があつまる連携会議など重要な会議などだけでなく，
小さい組織や実務担当者の会議などにも関わっていると
考えられる．保健師には，代弁者アドバケーター（住民
の代弁者）の役割があるとされている[15]．アドボカシー
とは，「誰かの味方をする」「誰かの権利を擁護する」「誰
かのために主張する」という意味で，アドボケイトまた
はアドボケーターはこれを実践する人，つまり「権利の
擁護者」という意味が示されている[16]．保健師は，地
域医療システムの構築においても，様々な立場の関係機
関，特に福祉や看護関係者のアドボケーターとして，そ
の人々の傍らに立ち支援する役割を果たしていると考え
られる．
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 2 ．保健師の関与の特徴
（保健師群における関与程度の比較から）
結果 4 で記した通り両群で有意差（p<0.001）が見ら
れた12項目を「関与強群」「関与中群」「関与弱群」に分
けて報告した（図 1 ）．ここでは各々の特徴を検討する．
 1 ）関与強群
この群に部類された 4 項目は，いずれも関係者への研
修に関する事柄であった．関係者への研修の企画～当日
の運営までの一連の工程を担っていると考えられた．ま
た，研修を企画運営するばかりではなく，関係機関が開
催している研修会にも積極的に参加しており，関係者の
ニーズの把握や関係者との信頼関係の構築などに寄与し
ていると考えられる．筆者らが別途実施した調査では，
地域ケアシステム構築における保健所保健師の役割の一
つとして「地域の専門職の人材育成をあげ，新規事業等
に対する説明や支援の充実を図る為に事例検討会や研修
会を開催し，このような保健所保健師の専門職への働き
かけ（教育機能）を通して地域ケアシステムの質の担保
が図られる」ことを明らかにした[17]．今回調査した地
域医療システムの構築においても地域の専門職への教育
機能を保健師が担っていたと考えられる．
 2 ）関与中群
中程度の関与であったと考えられる 6 項目は，実務担

当者への支援，事業の工程や予算執行の管理，人材の発
掘などに関する項目であり，これらは地域医療システム
の構築におけるマネジメント機能だと考えられる．
保健師は公衆衛生看護管理として「事例管理」「地区

管理」「事業・業務管理」「組織運営管理」「予算管理」「人
材育成・人事管理」「情報管理」「健康危機管理」の 8 つ
の機能があるとされている[17].関与中群は，公衆衛生看
護管理における「地区管理」「事業・業務管理」「予算管
理」に該当し，複数の公衆衛生管理機能を組み合わせて
取り組まれていると考えられる．
また，前掲した筆者らの報告の中で地域ケアシステム

構築における保健所保健師の役割の一つとして「会議の
構造的な運営」をあげ，「保健所保健師は企画会議やワー
キングチームにおいてニーズの共有からシステムのデザ
インや評価を行うだけでなく，会議の場面で参加者の交
流を促すことで相互の信頼関係作りを行い活発な協議が
できるようファシリテートする役割果たしている」こと
を明らかにしている[18]．関与中群は関係者の会議や担
当者のワーキングチームの運営が円滑にできるよう人材
や予算および場の設定と幅広くマネジメント機能を発揮
していると考えられる．
 3 ）関与弱群
地域医療システム構築において保健師以外群よりも関

与していると考えられた項目の中での関与弱群は，「疾
病統計などから評価指標を収集する」と「福祉職など立
場の弱い者が連携に必要な情報を理解しやすくする」で
あった．これら 2 つはいずれ情報の収集および発信に関
する内容である．

前掲した筆者らの報告の中でも地域ケアシステム構築
における保健所保健師の役割の一つとして「情報の収
集・分析・加工・発信」を示し，「関係者と目的共有を
図る為に事例を集約・分析・加工したり，関係機関や住
民に対して知識の普及や啓発を行う為に地域の情報を理
解しやすい媒体に加工したりして情報を発信する役割を
果たしている」ことを示している[14]．また，前述した
公衆衛生看護管理の機能としての「情報管理」は，「タ
イムリーな情報を効果的な方法を工夫して発信する」な
どを含んでいる[17]．関与弱群の情報の収集および発信
は，これらの報告と一致するものであると考えられる．

 3 ．多職種連携におけるジェネラリストとしての役割
保健師が関わっている地域医療システムの構築では，
直接的に医療者としての能力が求められる在宅ケア領域
をはじめ様々な領域で，システムの初期～中期で特に役
割を担うことが多く，また，小さい組織や実務担当者の
会議などや介護関係者など立場の弱い職種のアドボケー
ターとしての役割や様々な機関をつなぐコーディネー
ターとしの役割を担っていると考えられた．また，公衆
衛生看護管理の機能の内，特に「地区管理」「事業・業
務管理」「予算管理」「情報管理」「人材育成」という側
面を組み合わせて地域医療ケアシステムを推進する関わ
りを実施していたと考えられる．
平山は保健師に求められる能力の一つとして「ジェネ
ラリストとしての専門家としてチームの中で機能できる
こと」をあげている[19]．また，アメリカ公衆衛生看護
団体協議会では，公衆衛生看護のジェネラリストのコア
となる能力・技術について「①分析的なアセスメント能
力，②政策形成・プログラム立案の技術，③コミュニケー
ション力，④対文化的能力，⑤コミュに働きかける能力，
⑥公衆衛生に関する記述，⑦予算計画・管理に関する技
術，⑧組織運営に関する技術」をあげている[20]
本研究において地域医療ケアシステムの構築にかかわ
る保健所保健師は，地域医療システム構築において関係
者をアドボケートし，様々な機関をつなぐコーディネー
ターとして係わり，「地区管理」「事業・業務管理」「予
算管理」「情報管理」「人材育成」という側面を組み合わ
せて地域医療ケアシステムを推進する関わりを実施して
いた．このような保健師の関わりは，まさにジェネラリ
ストとして保健師の機能を発揮していたと考えられる．

V．結論

地域医療システムにおける保健所保健師の他職種連携
の特徴を明らかにする為に，地域医療システム構築事業
に関わる保健師と保健師以外の職種を比較した．その結
果，保健師は在宅ケア領域などの領域で，システムの初
期（創設期）～中期（構築期）で役割を担うことが多く，
小さい組織や実務担当者の会議などへの関与や立場の弱
い職種のアドボケーターとしての役割を担ったり，様々
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な機関をつなぐコーディネーターとしの役割を担ったり
していると考えられた．公衆衛生看護管理の機能の「事
業・業務管理」など 5 つのマネジメント機能を発揮し地
域医療システムを推進していることが考えられた．これ
らは，ジェネラリストとしてのナースのあり方と合致し
ていると考えられた．今後の課題としては，地域医療だ
けでなく様々なケアシステムにおける保健師の機能を探
求する必要があり，また，これまで述べた能力を高める
ための研修等を充実する必要があると考えられる．
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